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ⅠⅠ．．福島県の現状福島県の現状

１



１．福島県の概要１．福島県の概要

福島県は総面積東北２位、「製造業出荷額等」は東北１位（平成２４年度）

広大な県土を活かした多彩な産業を有する

震災前の福島県 震災後の福島県 現在の福島県

農

林

水

産

業

観

光

産

業

製

造

業

■水稲収穫量 ４，４５７百ｔ 全国４位

■農業産出額 ２，３３０億円 東北２位

■「米」「トマト」「柿」などの全国有数の

産地

■観光客入込総数 ５，７１８万人

■放射性物質の暫定基準を超えた農作物

の出荷制限

■水稲収穫量 ３，５３６百ｔ 全国７位

■農業産出額 １，８５１億円 東北２位

■観光客は原発事故や風評被害により

大幅減少

■観光客入込総数 ３，５２１万人

■観光客数は震災前の８割まで回復

■「八重の桜」にちなんだキャンペーン、

県内情報の正確な発信等の取組み

■観光客入込総数 ４，４４６万人

東日本大震災発生多彩な魅力あふれる県
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復興に向け着実に進捗

■製造品出荷額等

５０９百億円 東北１位

■７割の企業が「取引先から製品等の

放射線測定を要請された」

■会津地域でも「取引先からの部品等の納入

遅延」が６割超発生 ■製造品出荷額等

４４６百億円 東北１位

■工場の新増設の動きが急増

■県産農林水産物のモニタリング

■米の全袋検査実施

■水稲収穫量 ３，６８７百ｔ 全国７位

■農業産出額 平成２４年度の計数は

未公表なるも回復基調

■恵まれた自然環境、温泉・名勝地が

ある全国でも指折りの観光県

（平成２３年度）

（平成２４年度）

(平成２２年度）

(平成２３年度）

(平成２４年度）

（平成２２年度）

（平成２２年度）

（平成２３年度）

■製造品出荷額等

４３２百億円 東北１位
（平成２３年度）

（平成２２年度）
（平成２４年度）

■本県経済の中心となる産業

（出所：平成２３年度版 福島県勢要覧） （出所：福島県勢要覧・

一般財団法人とうほう地域総合研究所） （出所：平成２５年度版 福島県勢要覧）

■福島空港利用者数 ２８万人 ■福島空港利用者数 ２１万人 ■福島空港利用者数 ２３万人
（国内線・国際線合計） （国内線・国際線合計）

（国内線・国際線合計）
(平成２２年度）

(平成２３年度）

(平成２４年度）



22．福島県の現状（１）．福島県の現状（１） ～震災後の福島県経済の動向～～震災後の福島県経済の動向～

県内主要経済指標
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■建設・雇用は好調、総じて震災前の水準を上回る■建設・雇用は好調、総じて震災前の水準を上回る

（出所：一般財団法人とうほう地域総合研究所）



２．福島県の現状（２）２．福島県の現状（２） ～人口動態・県内地価～～人口動態・県内地価～
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避難者数： H24.8 １６２，５３２人→ H25.9 １４４，６８８人

人口動態 県内地価

■避難者数は減少傾向、県外から県内に戻る動き■避難者数は減少傾向、県外から県内に戻る動き

出所：福島県（平成２５年９月１日）

■いわき、郡山で地価上昇■いわき、郡山で地価上昇

○住宅地の平均変動率 （前年同期と比べた地価の動き）

いわき市２．５％ １７年ぶりプラス

郡山市 ０．６％ ２２年ぶりプラス

○商業地の変動率

いわき市０．７％ ２１年ぶりプラス

出所：平成２５年度福島県地価調査結果

人口動態、県内地価ともに持ち直しの動き

■県人口■県人口 約１９５万人（平成２５年９月１日現在）約１９５万人（平成２５年９月１日現在）

社会動態社会動態 ２ヶ月連続プラス２ヶ月連続プラス
○平成２５年７月～８月の２ヶ月連続で、県外からの転入が転出を上回る

（出所：福島県）

■県全体で地価の下落幅は縮小■県全体で地価の下落幅は縮小

○被災者の住居移転で宅地需要が高まっていることを背景に

県全体で住宅地の下落幅は縮小

地価動向（平均変動率）
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H24/8 H24/12 H25/4 H25/9

162 千人 157 154 144

いわき市

郡山市

福島市

会津若松市

住宅地 商業地

▼　２．５％ ▼　０．７％

▼　０．６％ △　０．３％

△　０．５％ △　２．５％

△　０．８％ △　１．０％■郡山市人口■郡山市人口 前月比２０９人増（平成２５年９月１日現在）前月比２０９人増（平成２５年９月１日現在）

○いわき市を上回り県内トップ、東北２位（市政施行以来初）

○情報関連企業の進出、工場増設（製造業）によって雇用が増えたことが背景

（千人）

・・・県外避難者

・・・県内避難者

721,649 総数 1,948,184 1,272 1,768 △496 2,124 2,041 83 △413
男 948,454 636 884 △248 1,259 1,083 176 △72
女 999,730 636 884 △248 865 958 △93 △341

世帯数
（25.9.1） 増減

人口動態（平成２５年８月１日～平成２５年８月末日）
人口
（25.9.1）

転出 増減

自然動態 社会動態

出生 死亡 増減 転入



３．復興に向けた動き（１）３．復興に向けた動き（１） ～インフラ整備・観光産業～～インフラ整備・観光産業～
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生活基盤の復旧 観光産業の復興

インフラ整備、観光産業復興などの取組みが活発化

■住宅除染の進捗状況■住宅除染の進捗状況

○発注が軌道に乗り始めている（進捗率：２０．３％）

○平成２５年度末までの除染計画数 ２５３，７８７戸

住宅除染実施数： H24.8 ４，２０７戸 → H25.8 ５１，６３３戸

■住環境の再建状況■住環境の再建状況

○原子力災害に伴う避難者向けの復興公営住宅、３，７００戸

平成２７年度までに整備予定

■インフラ整備■インフラ整備

○主要道路

浜通りと中通りを結ぶ８路線を

『ふくしま復興再生道路』として

復興加速化を図る

○常磐道

常磐道は２０１４年度中にも全線

開通見通し

○鉄道

ＪＡ常磐線・広野－滝田間

２０１４年春再開予定

■観光産業の復興■観光産業の復興

○平成２４年度観光客数前年比２６．３％増、震災前の８割まで回復

会津・・・・・大河ドラマ『八重の桜』効果で会津は９割超まで回復

いわき・・・主要観光施設復旧により、前年に対しほぼ倍増

4,445

3,521

5,717

5,6225,533

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

県内の観光客入込数
単位：万人

出所：福島県

○地震と津波の被災者向け災害公営住宅、浜通りと中通りの

１０市町で計２，５９０戸の整備に着手

図出所：平成25年9月13日 福島民友

■教育旅行■教育旅行 盛り返し盛り返し

○県内宿泊延べ人数 前年の約１．８倍

修学旅行などの教育旅行で県内に宿泊した県内外の

小学生から大学生までの延べ人数が盛り返す

○東北六魂祭 平成２５年６月１日、２日に開催

約２５万人が来場

万人



３．復興に向けた動き（２）３．復興に向けた動き（２） ～企業誘致・雇用確保～～企業誘致・雇用確保～
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■「ふくしま産業復興企業立地補助金」の効果■「ふくしま産業復興企業立地補助金」の効果

経済波及効果 ３，１０３億円（福島県推計）

○直接効果 約2,158億円（土地取得・工場建設等）

○１次波及効果 約589億円（生産に伴う効果）

○２次波及効果 約355億円（雇用所得の消費転換効果）

約４，５００人分の雇用創出見込み

企業立地補助金等の活用により工場の新増設急増、雇用拡大へ

企業誘致

■工場の新増設急増、東北けん引■工場の新増設急増、東北けん引

○「ふくしま産業復興企業立地補助金」の効果により、工場の

新増設が急増

採択先３６３／採択金額１，９１２億円（平成２５年７月）

■福島県■福島県 新設法人増加率で全国１位新設法人増加率で全国１位
○平成２４年度 福島県の新設法人増加率は前年比４８．２％で

全国１位

県内の雇用動向

■有効求人倍率■有効求人倍率 福島県は東北１位の１．２５倍福島県は東北１位の１．２５倍

○復旧・復興事業や除染作業の追い風受け、建設業で高い水準

県内の有効求人倍率 １．２５倍 （平成２５年８月）

倍率は全国６位、東北６県では１位

■県内の動き■県内の動き

○補助金に加え「ふくしま産業復興投資促進特区」などが奏功し、

県外企業の進出・工場の新増設が続く

○大規模な研究機関の進出

産業技術総合研究所、福島県医療機器開発・安全性評価センター

731

375

392

552

0

400

800

1200

平成２４年実績 平成２５年計画

福島県 平成２５年度 設備投資計画

企業の新設

927 億円
1,123

（億円）

・・・非製造業

・・・・・製造業

（ご参考）
平成２５年計画



３．復興に向けた動き（３）３．復興に向けた動き（３） ～成長分野への取組み～～成長分野への取組み～
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■■太陽光発電（メガソーラー）太陽光発電（メガソーラー）

再生可能エネルギー導入や医療福祉機器産業等の集積に向けた着実な動きが見られる

成長産業への取組み

再生可能エネルギー 医療産業等集積

■エネルギー地産地消の取組み■エネルギー地産地消の取組み

○「県再生可能エネルギー推進ビジョン」、「再生可能エネ

ルギー先駆けの地アクションプラン」を策定

平成５２年頃までに県内で必要なエネルギーの１００％供給

を目指す

●

浮体式洋上風力発電設備「ふくしま未来」

広野町・楢葉町沖・最大出力2,000ＫＷ

世界初の浮体式洋上

風力発電設備

平成２５年１１月～

発送電の実証実験

●

福島空港ﾒｶﾞｿｰﾗｰ

須賀川市、玉川村・最大出力1,200ＫＷ

県が建設・県民から出資を募るファンド活用

平成２６年３月稼動予定

●
森ﾄﾗｽﾄ・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｰｸ泉崎

泉崎村・2,000ＫＷ
Ｈ25年8月より稼働中

●

郡山市布引高原風力発電所

郡山市・66,000ＫＷ国内最大級
平成19年より稼働中

●

木質専焼ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所

白河市・12,000ＫＷ・稼働中

●

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所

会津若松市・約5,000ＫＷ

稼働中

●

柳津西山地熱発電所

柳津町・65,000ＫＷ・稼働中

●

南相馬ｿｰﾗｰ・ｱｸﾞﾘﾊﾟｰｸ

南相馬市・500ＫＷの太陽光発電所と

植物工場を備える

子ども達の職業体験プログラム

ｸﾞﾘｰﾝｱｶﾃﾞﾐｰ事業も行う

■医療産業等集積への取組み■医療産業等集積への取組み

○「ふくしま医療機器産業推進機構」が平成２５年６月に発足

○産業技術総合研究所・・・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点

●

福島県医療機器開発・安全性評価センター（仮称）

医療機器開発から事業家までの一体的支援を行う

平成27年開所予定・郡山市

（風力発電イメージ）
（メガソーラーイメージ）

（地熱イメージ）

産業技術総合研究所

平成２６年４月開所予定・郡山市



ⅡⅡ．平成．平成２５２５年度年度中間中間決算の概要決算の概要((単体）単体）
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１１．平成．平成２５２５年度年度 中間中間決算の概要決算の概要

＋８４４５２コア業務純益（※）

＋１２３４４６税引後（中間）純利益

２５年度

中間期（ａ）

＋８２６３４役務取引等利益

▲５０▲５個別貸倒引当金繰入額等

▲７７－貸倒引当金戻入益

＋４０▲２９１１株式等関係損益

＋１２５４６７税引前（中間）純利益

▲１３３２１３０７経常収益（売上）

▲２７３３６債券関係損益

０

６６

１６

５０

８

１８３

１９７

２４２

＋２▲１特別損益

▲２７７７業務純益（営業利益）

＋８－一般貸倒引当金繰入額

資金利益

＋１０５６経常利益

＋３７▲２１臨時損益

＋０１８２経費

▲１８２６０業務粗利益

▲３

増減

（ａ）－ （ｂ）

２００

２４年度

中間期（ｂ）

（単位：億円）

9

■コア業務純益■コア業務純益

○貸出金・有価証券残高とも着実に増加したものの、市場金利の

さらなる低下により、資金利益は前年同期比減少

○一方、収益の柱として着実に成長している役務取引等利益が

増加したことにより、コア業務純益は前年同期比増加

■株式等関係損益■株式等関係損益

○株式市場の回復等により、株式関係損益が大幅に改善

■信用コスト■信用コスト

○経営支援の積極的な取組みにより、信用コストは低位推移

■経常利益、中間純利益■経常利益、中間純利益

○経常利益、中間純利益ともに前年同期比増加

■通期業績見通し■通期業績見通し

○通期業績については当初の見通しを上方修正
３ ▲７ ＋１１

平成２５年度中間期

１１１．２％

達成率

６０

当初業績予想

平成２５年度中間期

１３４．０％

達成率

３５

当初業績予想

（ご参考）平成２５年度通期

（修正前）１２０ （修正後）１３０

公表業績予想

（ご参考）平成２５年度通期

公表業績予想

（修正前） ７０ （修正後） ８０

平成２５年度中間決算のポイント

中間純利益は前年同期比１２億円の増益となり当初業績予想を上回る水準

（※）銀行の本来業務で計上された利益

コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－債券関係損益※



27 ,530

20,101 20,745
23,118

24,8065,672 6,066

8,215
7,310

8,626

2,577
3,065

4,261

5,798

9,399

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

個人預金 法人預金 公金預金等

２２．．総預かり資産総預かり資産の状況の状況

（億円）

（億円）

0

868
865

765

747

45,555

38,820

34,689

29,876
28,350

2,494
2,278

2,031

2,157

1,951

858

1,499

1,836

1,143

857
554

20,000

24,000

28,000

32,000

36,000

40,000

44,000

48,000

52,000

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

預金 公共債 投資信託 生命保険

10

２８，３５０
２９，８７６

３８，８２０

３８，６３０

３４，６８９

前年同期比

＋６，７３４億円
（増加率+17.3％）

前年同期比

＋２，７２３億円
（増加率+11.0％）

185
182

254

65 50
104

0

100

200

300

400

２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

投資信託 生命保険３３，８７８

３２，２６７

（億円）

２５０
２３２

前年同期比

＋１２５億円
（増加率+54.1％）

0

前年同期比
＋６，９７６億円

（増加率+１６．１％）

総預かり資産残高【預金＋預かり資産】の推移 預金残高内訳の推移

金融商品販売額【投資信託＋生命保険】の推移

総預かり資産残高は前年同期比６，９７６億円増加（増加率＋16.1％）し５兆円突破。うち総預金残高も前年同期比 ６，７３４億円増加
（増加率+17.3％）。特に個人預金残高は前年同期比 ２，７２３億円増加（増加率＋11.0％）

５０，２０１

４３，２２４

４５，５５５

３５８

預かり資産

残高

4,646億円

5兆円突破



200

600

20,342

24,085

20,091

21,607

23,213

288

255

103

133

212

1,024

1,262

1,020

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

コア貸出金 私募債 交付税等貸出

３３．．貸出金貸出金の状況の状況

２０，３９４

２１，０７６

２４，７３２

（億円）
コア貸出金：事業性貸出に

個人ローン等を加えたもの

12,547 13,406

5,678
5,693

5,965 6,100
3,298 3,378

3,579
4,097

4,451

11,41911,255
13,820

5,641

5,000

8,000

11,000

14,000

17,000

20,000

23,000

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

事業性貸出金(私募債含む) 個人ローン 公共貸出金等
（億円）

前年同期比
＋６６１億円
（増加率+2.7％ ）

0

0

11

20,194 20,475
21,819

２２，８４５

23,469

5,641 5,693

5,965

6,100

5,678

5,067
5,2025,137

5,481
5,635

4,500

5,000

5,500

6,000

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

個人ローン うち住宅ローン（億円）

前年同期比

＋９０３億円
（増加率 +3.9％）

前年同期比

＋１３５億円

（増加率+2.3％）

前年同期比

＋１５４億円
（増加率+2.8％）

貸出金＋私募債の推移

貸出金＋私募債残高は前年同期比６６１億円増加（増加率+2.7％）し、２兆５千億円突破

コア貸出金＋私募債残高も前年同期比９０３億円増加（増加率+3.9％）。個人ローン残高は６千億円突破

コア貸出金＋私募債残高の推移

個人ローン残高の推移

２５，３９４

コア貸出金

＋私募債

24,373億円

24,373

6千億円
突 破

2兆5千億円突破



４４．．福島県内の預金・貸出金シェア福島県内の預金・貸出金シェア

福島県内の預金シェアは４４．２％（前年同期比３．２％増加）

福島県内の貸出金シェア [私募債（255億円）除く］は３９．９％（前年同期比０．８％増加）

12

40.0%40.0%

37.1%
38.3%

37.8%
37.8%

19.1% 18.9%
19.8% 19.5%19.5%

19.0%

16.1% 15.5%
16.3%16.1%16.0% 15.5%

10%

20%

30%

40%

20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫

農協・政府系金融機関を除く、本部貸含む

39.5%
40.4% 41.1%

38.9%

44.9%
45.4%

14.6%

17.0% 16.6%
17.4%

15.0%
16.2%

19.4% 18.9% 18.7%
17.4%

19.2%
17.5%

10%

20%

30%

40%

20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫 貸出金シェア
（私募債除く）

預金シェア

ゆうちょ銀行・農協を除く、本部預金含む、譲渡性預金除く

福島県内預金シェアの推移

福島県内の預金シェアは４５．４％

福島県内の貸出金シェアは ４０．０％ 私募債を含めた貸出金シェア ４０．５％（推計）

福島県内貸出金シェアの推移



3.95
3.76

3.49
3.40

2.472.472.32

3.99
3.71

3.87

3.97

0.79

0.88

1.03

1.09
1.071.091.08

0.95

0.70 0.69

0.65

0

2

4

6

２０/上 ２０/下 ２１/上 ２１/下 ２２/上 ２２/下 ２３/上 ２３/下 ２４/上 ２４/下 ２５/上

0

0.3

0.6

0.9

1.2

円建債券平均運用期間(左軸）
円建債券平均利回り（右軸）

５５．有価証券の状況．有価証券の状況

3,420

4,885

6,227 6,289 6,135

915

862

1,126
1,668 2,034

2,405

2,139

2,151

2,713
3,452

419

343

315

279

780

787

814

1,014
400

1,204

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

国債 地方債 社債 株式 その他

9,019

（億円）

13,229

7,941

（年）

（％）

13

前年同期比
＋１，２６３億円
（増加率+10.6％ ）

（参考）運用期間４年の国債利回り ０．１８％（平成２５年９月末）

10,634

有価証券の構成推移

投資環境や市場動向を踏まえ、機動的な資金運用に努めた結果、前年同期比 １，２６３億円増加（増加率＋10.6％）

円建債券平均運用期間・利回りの状況

11,965

有価証券関係損益

1,107

1,216

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

売却益 売却損 償却 (百万円）

200
400

600

益

損 国債等債権損益 株式等損益

472

70

6

4

2

0

1.2

0.9

0.6

0.3

0



６６．資金利益の．資金利益の状況状況

２，５０６

４，５６７

１９，３３６

２１，２３０

２１／上

１，８０４

４，９７４

１７，９３３

２１，０４３

２２／上

９３７

５，１７９

１５，３５６

１９，７２７

２５／上（b）

▲１４２１，０７９１，２６８うち預金等利息（▲）

＋７２２４，４５７４，９２６うち有価証券利息

▲１，２８１１６，６３７１６，９１７うち貸出金利息

▲３２７２０，０５４２０，５６４資金利益

増 減
（b）－（a）

２４／上（a）２３／上

（単位：百万円）

0.11% 0.07%
0.17%

0.04%
0.05%

1.72%

1.89%

1.54%

1.36%
1.23%

0.75%

0.77%

0.95%

1.10%

1.14%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

２１／上 ２２／上 ２３／上 ２４／上 ２５／上

預金利回 貸出金利回 有価証券利回

貸出金利回

有価証券利回

預金利回

14

（上半期実績）資金利益内訳

利回りの推移

貸出金・有価証券の残高増加図るも、市場金利の低下を主たる要因として前年同期比 ３億円減少



７７．．役務取引等収益（手数料収益）役務取引等収益（手数料収益）の状況の状況

136 139 162

292
232 336

221

192

153

0

200

400

２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

100

200

300
その他手数料 ショッピング手数料

 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ利用額

539 580 585

1,748 1,790 1,770

848 883 909

477
545 750112
98

124
368

431
498

985
1,032

1,514

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

その他 為替関連
決済関連 ＡＴＭ関連
法人関連 Ａｌｗａｙｓ関連
金融商品関連

（百万円）

5,077
金融商品関連

為替関連

決済関連

クレジットカード

（Ａｌｗａｙｓ）関連

法人関連

557 673

1,023

43 39

35

454

320384

0

500

1,000

1,500

２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

生命保険 投資信託 その他

368

手数料：百万円

生命保険

ＡＴＭ関連

985 1,032

1,514
（百万円）

15

投資信託

（上半期実績）

役務取引等収益の推移

預かり資産、クレジットカード手数料等の増加により、前年同期比 ８億円増収

クレジットカード（Alwaysカード）関連手数料の推移

金融商品関連手数料の推移

5,359

431

498

6,155

その他

0

利用額：億円

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ手数料

(百万円）

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ利用額

（億円）

その他手数料
（百万円）



11 10 9 12 13
11 11 11 13 14

5555 55 55 55

0

20

40

60

80

100

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

一般物件費 減価償却費 預金保険料

８８．．経費経費のの状況状況

16

93 94 92 91 91

77 76 77 81 84

8 8 8 9 8

0

50

100

150

200

２１／９末 ２２／９末 ２３／９末 ２４／９末 ２５／９末

人件費 物件費 税金

１８２
１８０ １７９ １７８

（億円）

2,020
21/9末

2,038
22/9末

2,015
25/9末

2,0212,042職員数

24/9末23/9末

７７ ７６ ７７
８１

（億円）

（上半期実績）

経費の推移 物件費の推移

職員数の推移

○新営業店ｼｽﾃﾑ、新店舗建設等により

減価償却費増加

○預金増加に伴い預金保険料増加

経費は新営業店システムなど大型投資を実施したものの前年同水準

１８３
８４

（人）

■新店舗建設、店舗移転

○八山田支店

○矢吹支店移転



495

168 118
29 27 10

407 451

444 412
302

378 373 330

506

246 200

209
202

246
210 169

132

1720 20

871

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

要管理債権 危険債権 破産更生債権等

3
582636

358

0.85

-50

70

190

310

430

550

13/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

与信関係費用

（億円）

（億円）

1,873（ピーク時）

682

1.882.142.482.58
3.103.31

10.35

2.02 1.59
1.80

2.01
2.62

9.08

2.92
1

7

14/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

金融再生法開示債権比率 仮に部分直接償却した場合
（ピーク時）

（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金の計上ではなく、
貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（ピーク時）
769

642

17

９９．貸出資産の質．貸出資産の質

563

正常債権 25,013億円
（９８．１２％）

金融再生法開示債権 ４８０億円 （1.88％) 中上位行中

２番目に低い水準

559
609

822

金融再生法開示債権の推移 金融再生法開示債権比率の推移

与信関係費用の推移

480

金融再生法開示債権比率は１．８８％まで低下（部分直接償却を実施した場合は１．５９％） いずれも２％を切る低水準

1.88

100

358400

0

5

10



1010．経営の健全性．経営の健全性

９．１２％

１１．７６％

１６，０８３

４２４

１，４６８

１，８９２

２５／９末

＋０．６７％１１．０９％自己資本比率 （ ）

＋４２５１５，６５７
リスクアセット （Ｃ）

（各種調整後の総資産）

中核的自己資本の比率
（ＴｉｅｒⅠ比率) （ ）

２５／３末 増減

自己資本 （Ａ） １，７３６ ＋１５５

中核的自己資本 ＴｉｅｒⅠ
（資本金、剰余金等）

１，４３８ ＋２９

補完的自己資本 ＴｉｅｒⅡ
（劣後社債、劣後ローン、

一般貸倒引当金等）

２９８ ＋１２５

９．１８％ ▲０．０６％

1,333 1,353 1,388
1,438 1,468

217 207

298

424

 

206

11.76%

11.09%
10.67%

10.88%10.92%

9.12%9.18%9.29%9.44%9.39%

800

1,300

1,800

２２／３末 ２３／３末 ２４／３末 ２５／３末 ２５／９末

2.00%

7.00%

12.00%

ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ 自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

（億円）

（億円）

ＴｉｅｒⅠ

ＴｉｅｒⅡ

0

Ａ
Ｃ

Ｂ
Ｃ

ティア－
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●現行の自己資本比率規制の水準（国内基準行は４％以上）

を十分上回る

●バーゼルⅢの国内基準適用後も、十分な自己資本比率を

確保できる見通し

劣後ﾛｰﾝ
９８億円調達

（Ｂ）

ティア－

自己資本比率の推移（単体）

劣後ﾛｰﾝ
１１８億円調達

自己資本の推移（単体）

貸出金の増加を背景とした資産の大幅な増加により、リスクアセット（各種調整後の総資産）は増加

内部留保の積上げに加え、劣後ローンの調達により自己資本比率は平成２５年３月期比０．６７ポイント上昇し１１．７６％



1111．株主の皆さま方へ．株主の皆さま方へ

（円）

19

■株主優待定期預金■株主優待定期預金

１年もの定期預金（預入金額 １０万円以上３００万円以内）に

０．３％の金利上乗せを実施

【取扱実績】（平成２４年９月末）３，０９９件／６，７１５百万円

（平成２５年９月末）３，３４９件／７，４５８百万円

7.07.0
6.56.56.5

6.06.0
6.0

5.5

0.5

  

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

1株当たり配当金

■福島県宿泊施設ご優待（平成２５年７月より新設）■福島県宿泊施設ご優待（平成２５年７月より新設）

保有株式数に応じて、福島県内の宿泊施設でご利用いただける

「福島県宿泊施設ご優待券」を進呈

【株主優待制度の対象となる株主さま】
毎年３月３１日現在で当行株式を1,000株（１単元）以上

お持ちの株主さま

ご優待券種保有株式数

5,000円5,000株以上
2,000円1,000株以上5,000株未満

１株あたり配当金 株主優待の拡充

内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、業績の成果に応じ弾力的に株主の皆さま方へ利益を還元

（中間）

（予定）
創立７０周年記念配当

２５年度中間配当 ・・・ 中間期業績の結果を踏まえ、中間配当金は前年比２５銭増配の１株当たり３円５０銭

年間の配当金 ・・・ 期末配当金（予定） ３円５０銭（前期比＋２５銭）と合せ、年間の配当金を７円（前期比＋５０銭）とする予定

３．５

うち増配

０．２５

（期末）

年間配当

前年比５０銭増配方針

３．５

うち増配

０．２５

中間配当金、期末配当金の増配



ⅢⅢ．．中期経営計画中期経営計画
「東邦“一歩一歩”計画」「東邦“一歩一歩”計画」
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東邦“一歩一歩”計画（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）
～未来を見据え、着実な「前進」を～
計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

東邦“一歩一歩”計画東邦“一歩一歩”計画（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）

～未来を見据え、着実な「前進」を～～未来を見据え、着実な「前進」を～
計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

新中期経営計画

Ⅱ．成長戦略の
着実な遂行

Ⅱ．成長戦略の
着実な遂行

Ⅰ．復興に向けた
福島への貢献

Ⅰ．復興に向けた
福島への貢献

Ⅲ．経営体質の
更なる強化

Ⅲ．経営体質の
更なる強化

基本方針基本方針

法令等遵守・リスク管理態勢の強化

総預金 平均残高 ４兆円以上
総貸出金 平均残高 ２兆５千億円以上

主要勘定目標

コア業務純益(※1) 150億円以上
当期純利益 80億円以上
自己資本比率 11%以上

〔福島県内〕
預金シェア(※2) 45%以上
貸出金シェア(※3) 42%以上

経営指標目標

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く長 期 目 標

21
(※1)実質業務純益－債券関係損益、 （※2）ゆうちょ銀行・農協を除く、（※3）農協・政府系金融機関を除く

○「福島の復興なくして当行の発展
なし」の考えのもと、最優先で復興
支援に取組む。

○復興に向けた金融の円滑化、復興
支援事業への積極的な参画などに
より、福島の復興・発展のため役職
員全員が汗を流す。

○「福島の復興なくして当行の発展
なし」の考えのもと、最優先で復興
支援に取組む。

○復興に向けた金融の円滑化、復興
支援事業への積極的な参画などに
より、福島の復興・発展のため役職
員全員が汗を流す。

○メイン化推進・裾野拡大による預貸
金の増強および有価証券運用力の
強化により、更なる成長を目指す。

○お客さまに適した金融サービスの
提供により、役務取引等利益などの
強化を図る。

○重点マーケット・重点分野へ大胆に
経営資源を投入するとともに、営業
の原点に立ち返り一歩一歩足で稼ぐ。

○メイン化推進・裾野拡大による預貸
金の増強および有価証券運用力の
強化により、更なる成長を目指す。

○お客さまに適した金融サービスの
提供により、役務取引等利益などの
強化を図る。

○重点マーケット・重点分野へ大胆に
経営資源を投入するとともに、営業
の原点に立ち返り一歩一歩足で稼ぐ。

○人材育成および権限委譲の拡充に
より、「自ら考え、自ら行動する」企
業風土を確立し、一人ひとりが積極
的に考動する組織へ変革する。

○営業店業務改革・本部業務効率化
により、営業活動に特化できる人員
を創出する。

○人材育成および権限委譲の拡充に
より、「自ら考え、自ら行動する」企
業風土を確立し、一人ひとりが積極
的に考動する組織へ変革する。

○営業店業務改革・本部業務効率化
により、営業活動に特化できる人員
を創出する。

（商標登録第5238791号）

～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

創立７５周年（平成２８年度）

当期純利益

１００億円以上を目指す

創立７５周年（平成２８年度）

当期純利益

１００億円以上を目指す

１１．．中期経営計画中期経営計画のの概要概要

〔平成２６年度目標〕 〔平成２６年度目標〕



コア業務純益
当期純利益 自己資本比率

20,413
20,822

22,511

24,898 25,000
24,433

15,000

20,000

25,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度中間 26年度

28,974
30,118

34,640

44,941

40,000
38,980

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度中間 26年度

52

114 113
107

150

95

0

50

100

150

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度中間 26年度

総預金平残
億円

総貸出金平残
億円

46

67

44 46

80

62

0

50

100

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度中間 26年度

10.92 10.88

10.67

11.76

11
11.09

10

10.5

11

11.5

12

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度中間 26年度

億円 億円 ％コア業務純益 当期純利益 自己資本比率

中計
目標

以上

以上

以上

以上

以上

中計
目標

中計
目標

中計
目標

中計
目標

41.1

45
45.4

44.9

40.4
40 40

42

38.3
37.8

36

38

40

42

44

46

21年度 22年度 23年度 24年度 26年度

預金シェア

貸出金シェア

福島県内預貸金シェア

％

以上

以上

（※1）ゆうちょ銀行・農協を除く、（※2）農協・政府系金融機関を除く

（※1）

（※2）

中計
目標
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２２．．主要勘定目標、経営指標目標主要勘定目標、経営指標目標

80

平成２５年度
目標

平成２５年度
目標

110



３．復興に向けた地域への貢献３．復興に向けた地域への貢献

（１）復興資金の提供による地域への貢献（１）復興資金の提供による地域への貢献

■「ふくしま応援ファンド」■「ふくしま応援ファンド」

○県内企業の復興を支援するため、日本政策投資銀行との

共同出資により設立

○ファンド総額 ５０億円

■「東日本大震災中小企業復興支援ファンド」■「東日本大震災中小企業復興支援ファンド」

○大和企業投資株式会社が設立した同ファンドに出資参加

被災地域の未上場企業に対し、機動的にリスクマネーを供給

○ファンド総額 ８８億円

震災および原子力災害で被災されたお客さまを支援するため、復興資金需要に対し積極的に対応

投融資累計実績 １０件 ２７億５千万円

23

うち当行出資総額 ５６億円(約束額）

震災対策資金 復興支援ファンド

■震災関連制度資金の活用■震災関連制度資金の活用

○東日本大震災後、福島の復興支援を最優先課題として、

震災関連融資に積極的に対応

○累計実行状況（平成２５年９月末現在）

事業性

個人ローン

「東邦 災害復旧対応ローン」

■東邦・復興支援私募債■東邦・復興支援私募債

○累計実績 ９８件／１０２億円

○震災関連商品

東邦災害復旧対応ローン

東邦リフォームローン（無担保型）改訂

累計
件数 ４７９件
金額 ６．４億円

累計
件数 ４，０８５件
金額 ９６７億円

■ファンド出資状況一覧■ファンド出資状況一覧
その他主な出資者 ﾌｧﾝﾄﾞ総額

２０億円

８８億円

経営支援 ５０億円

同上

当行、農林機構
県内金融機関

当行、日本政策投資銀行

当行、中小機構
青森、岩手、七十七銀行

成長分野支援

株式未公開会社
支援

３１．８億円

同上 ３５．８億円

当行、日本政策投資銀行
東北地銀
当行、日本政策投資銀行
東北地銀

同上 １００億円

事業再生支援 ３０億円
当行、中小機構
県内金融機関
当行、中小機構
県内金融機関

ﾌｧﾝﾄﾞ名

福島産業復興機構

ﾌｧﾝﾄﾞの種類

うつくしま未来ﾌｧﾝﾄﾞ

東北ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝﾌｧﾝﾄﾞ

東北ｸﾞﾛｰｽﾌｧﾝﾄﾞ

東日本大震災中小企業
復興支援ﾌｧﾝﾄﾞ

ふくしま地域産業６次化
復興ﾌｧﾝﾄﾞ

ふくしま応援ﾌｧﾝﾄﾞ

■当行独自のファンド■当行独自のファンド
ﾌｧﾝﾄﾞの種類 ﾌｧﾝﾄﾞ総額

経営支援 １０億円

ﾌｧﾝﾄﾞ名

とうほう次世代創業支援ﾌｧﾝﾄﾞ



３．復興に向けた地域への貢献３．復興に向けた地域への貢献

（２）復興支援事業への参画（２）復興支援事業への参画

■復興支援通販事業を企画・協賛■復興支援通販事業を企画・協賛

○県内事業者の販売支援を目的に通販事業を企画・協賛

○通販事業開始以降の総売上実績

８０千個 ／ ２億６千万円

地域の復興、経済の活性化に資するさまざまな取組みを実施

24

「食」関連商談会等の開催による販路開拓支援

地域の復興に向けたビジネスマッチングの取組み

地方自治体との連携による地域活性化への取組み

６次産業化推進に向けた取組み

■展示・商談会・観光ＰＲイベントを主催、共催■展示・商談会・観光ＰＲイベントを主催、共催 ■地方自治体との連携を強化■地方自治体との連携を強化

■第一次産業振興・地域活性化のため６次産業化推進をｻﾎﾟｰﾄ■第一次産業振興・地域活性化のため６次産業化推進をｻﾎﾟｰﾄ

○「ふくしま地域産業６次化復興ファンド」への出資参加

出資総額２０億円（金融機関出資額８億円のうち当行は４億円を出資）

■「東邦・６次産業化セミナー」の開催■「東邦・６次産業化セミナー」の開催

○県農林水産部と連携。セミナー終了後、個別相談会を開催

６次産業化のポイントや「ふくしま地域産業６次化復興ファンド」

の活用方法等を紹介

参加者 ３２０名

第１弾 第２弾

【取扱中】第３弾

■経済産業省「地域経済産業活性化対策費補助金」を活用■経済産業省「地域経済産業活性化対策費補助金」を活用

した「とうほう・ビジネスマッチング」を企画・展開した「とうほう・ビジネスマッチング」を企画・展開

参加企業 １４社

○ビジネスマッチング実績（平成２５年度９月末）

情報提供件数１１６件、成約件数３０件

締結日 締結先 協定内容 主な内容
H24.12.19 福島県 包括連携 再生エネ、医療福祉機器等の集積等

H25.3.18 矢吹町 産業振興・防災 産業集積、農業振興等
H25.8.6 郡山市 包括連携 産業集積、地域産品・観光振興等

H25.8.7 伊達市 包括連携 産業集積、地域産品・観光振興等

H25.8.19 福島市 包括連携 産業集積、地域産品・観光振興等

H25.9.2 白河市 包括連携 産業集積、地域産品・観光振興等

ファンド運営者

出資者・出資額

投資対象
組合の存続期間

組成の目的

名称

６次産業化法の認定を受けた事業者
１５年間

農林漁業者の所得の向上と地域産業としての雇用創出
に寄与する事業を育成する地域産業６次化推進

ふくしま地域産業６次化復興投資事業有限責任組合
（愛称：ふくしま地域産業６次化復興ファンド）

福島リカバリ株式会社

当行：４億円、みずほコーポレート銀行：２．５億円、
福島県：２億円、地元金融機関計１．５億円

商談会 主催者 開催地 年月 前回出展数 今回出展数

約６００社

（うち当行取引先２７社）

１２２社

地方銀行ﾌｰﾄﾞ
ｾﾚｸｼｮﾝ２０１３

ふくしまﾌｰﾄﾞﾌｪｱ
２０１３

地方銀行ﾌｰﾄﾞｾﾚｸ

ｼｮﾝ実行委員会

当行

約６００社

９６社

東京都内

郡山市

10/21
～10/22

11月12日



３．復興に向けた地域への貢献３．復興に向けた地域への貢献

（３）経営改善支援・事業再生支援の取組み（３）経営改善支援・事業再生支援の取組み

金融円滑化法期限到来後も、貸出条件変更等や円滑な資金供給に取組み金融仲介機能を発揮

■震災復興支援のため運用が弾力化■震災復興支援のため運用が弾力化

○ ＤＤＳを自己資本と見做すことにより財務内容が改善される

○福島産業復興機構（平成２３年１２月設立）

当行は９５０百万円出資、「福島県産業振興センター」に人員派遣

○東日本大震災事業者再生支援機構 （平成２４年３月設立）

機構との緊密な連携を図り、積極的な活用を図っている

○個人版私的整理ガイドライン運営委員会 （平成２３年８月に発足）

相談体制を整備し、積極的な周知活動を実施。当行も人員を派遣

■資本性借入金（ＤＤＳ）スキーム図■資本性借入金（ＤＤＳ）スキーム図

○「金融円滑化推進室」（融資部・融資管理部・ローン事業部・法人営業部）

２２名態勢で設置

○警戒区域内の６店舗 業務を事務センターに集約し、取引先を支援、

被災されたお客さまのご相談に対応
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○事業再生の実績（平成１３年度～２５年度上期）

資本性借入金（ＤＤＳ）の取組み 事業再生支援の取組み
■事業再生支援体制の充実■事業再生支援体制の充実

■事業再生支援の実績■事業再生支援の実績

○これまでに、４５社、対象与信額７５８億円の事業再生を実施

６千名以上の雇用が確保されている

債務超過

ＤＤＳ

営業負債

借入金

債務超過

営業負債

借入金

資産資産

ＤＤＳ導入により

債務超過圧縮

金融検査上

自己資本と見做す

今後得られる

収益で解消

■積極的な活用■積極的な活用

○早期の財務改善・経営支援を支援するスキーム、

震災による被害を受けたお客さまの復興支援策として

積極的に活用

○累計実績（平成２５年９月末）

６件 ／ １１億５千万円

■外部機関との連携強化■外部機関との連携強化

（先、人、億円）

企業数 従業員数 与信額
13 1,016 133

地域経済活性化支援機構 3 1,411 114
24 2,433 303
5 1,622 208
45 6,482 758

法的再生
合計

支援協議会

その他私的再生

○随時、債権買取等で事業者の再生を支援



４．成長戦略の着実な遂行４．成長戦略の着実な遂行

（１）新たな資金需要への取組み（１）新たな資金需要への取組みⅠⅠ

■私募債■私募債
○累計実績 ４４０件／５０２億８千万円

○平成２５年９月末 残高 ２９９件／２８８億５千万円

○「東邦・復興支援私募債」、「東邦・環境私募債」等の引き受け

26

■企業立地支援への取組み■企業立地支援への取組み

○「ふくしま産業復興企業立地補助金」にかかる情報提供、資金提供

○実績 ８９件／２０６億円 （平成２５年９月末）

■動産担保融資（ＡＢＬ）の取組み■動産担保融資（ＡＢＬ）の取組み

○不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資手法である

動産担保融資（ＡＢＬ）を積極的に活用

資金調達・企業戦略支援

多様な金融支援施策を活用し新たな資金需要に対応

成長分野への資金提供による支援

衣料品、肥育豚、車輌、売電債権等

■事業承継支援の取組み■事業承継支援の取組み

○自社株評価や事業承継スキームのご提案、Ｍ＆Ａに

関するアドバイス 年間相談受付件数 約２５０先

○ＡＢＬ有資格者（動産評価アドバイザー）５名を本部専門

部署に配置し、お客さまへきめ細かに対応

■ＰＦＩ（ＰｒｉｖａｔｅＦｉｎａｎｃｅＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ■ＰＦＩ（ＰｒｉｖａｔｅＦｉｎａｎｃｅＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ 「民間主導の公共事業」）「民間主導の公共事業」）

の取組みの取組み

○累計実績

■■「復興特区支援利子補給金制度」利用促進の取組み「復興特区支援利子補給金制度」利用促進の取組み

○円滑な事業実現に向け、採択先へ積極的に資金提供

○実績 ９件／ ４７億円 （平成２５年９月末）

■再生可能エネルギー分野への取組み■再生可能エネルギー分野への取組み

■医療産業支援■医療産業支援

○「東邦・医療福祉機器関連産業事業者ローン」創設

○福島県内医療法人 ６５先、介護事業者 ２２９先に対し

経営課題提案型営業を推進

○融資事例

○ＡＢＬ実行金額 （平成２５年９月末現在）

○再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連分野への融資実績累計 （百万円）54

173

717

0

200

400

600

800

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

件数 実行金額合計 分野
５件 １１０億円 文化交流施設、病院、官庁、官舎、大学

種類 件数 当初実行金額
太陽光 26 6,257
風力 2 4,482
バイオマス 1 2,300
小水力 1 73
合計 30 13,112

（百万円）



４．成長戦略の着実な遂行４．成長戦略の着実な遂行

（１）新たな資金需要への取組み（１）新たな資金需要への取組みⅡⅡ
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【連携・業務提携先一覧】貿易相談・海外進出支援

【会計・税務・コンサル】

有限責任監査法人トーマツ

【国際物流】

日本通運

【貿易保険】

日本貿易保険（NEXI）

【海外情報提供・コンサル】

大和証券

≪専門家関連提携先≫
【海外リスクコンサル】

東京海上日動火災保険

三井住友海上火災保険

損害保険ジャパン

【海外セキュリティー対策】

ALSOK福島綜合警備保障

セコム

【海外全域】

日本貿易振興機構（ｼﾞｪﾄﾛ）

【韓国】

SBJ銀行（新韓銀行グループ）

【中 国】

福島県上海事務所・

三菱東京ＵＦＪ銀行

行員派遣中（累計実績４名）

【インド】

インドステイト銀行

【タイ】

カシコン銀行

行員派遣中（累計実績１名）

【フィリピン】

メトロポリタン銀行

【シンガポール】

ジェトロシンガポール事務所
行員派遣中（累計実績１名）

【インドネシア】

バンクネガラインドネシア

「海外事業支援室」により、海外での事業展開を積極的に支援

福島から世界へ

■支援体制の強化■支援体制の強化

○海外銀行や各種専門家と積極的に業務提携を実施

平成２４年２月以降、１４先と業務提携

○メガバンクやジェトロ等への人材派遣を通じて

ノウハウを蓄積

平成２０年４月以降、海外派遣者実績 ６名

■海外事業支援室相談案件■海外事業支援室相談案件

○件数が着実に増加

15

36

48

0

10

20

30

40

50

Ｈ２２年度下期 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度

海外進出関連の案件対応件数

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ2４年度

■お客さま向けセミナーの開催■お客さま向けセミナーの開催

「東邦海外事業支援セミナー」

平成２５年７月開催 参加者 ５１ 名

■金融面サービスの拡充■金融面サービスの拡充

○輸入の決済代金、海外進出資金等への資金手当て

海外現地法人向け直接融資の対応

(件） 48

15

36

【海外全域】

三菱東京ＵＦＪ銀行・

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング



４．成長戦略の着実な遂行４．成長戦略の着実な遂行

（１）新たな資金需要への取組み（１）新たな資金需要への取組みⅢⅢ
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次世代経営者・創業支援

創業、第二創業に取組む次世代経営者等のお客さま、成長分野関連企業、ベンチャー企業等のお客さまを支援

■ライフステージに応じた総合的サポート■ライフステージに応じた総合的サポート

○復興応援「とうほう次世代経営者倶楽部」

次世代経営者相互の人脈づくりと復興に

向けた情報の提供、経営者の皆さまの

経営者としてのスキルアップを支援する

目的で創設

○若手経営者向け実践講座「とうほう次世代経営塾」創設

次代を担う「若手経営者」や「後継者」等を

対象に、経営に関する実践講座を開催

○とうほう次世代経営塾 第一期生

３２名（うち女性４名）

○会員数

平成２５年９月末 ６００名

○開催形式

事業戦略、財務管理、マネジメント、自社

アクションプランの作成等に関するテーマ

年８回の実践講座を開催

■お客さま支援体制のイメージ■お客さま支援体制のイメージ

〜
地
域
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の
活
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とうほう次世代

創業支援ファンド

通称：とうほう・ｱｰﾘｰｽﾃｰｼﾞ

ｻﾎﾟｰﾄﾌｧﾝﾄﾞ

とうほう次世代

創業支援ローン

通称：とうほう・ｱｰﾘｰｽﾃｰｼﾞ

ｻﾎﾟｰﾄﾛｰﾝ

とうほう次世代経営者倶楽部

とうほう次世代経営塾

補助金・助成金情報の提供

ビジネスマッチング

経営コンサルティング

海外進出支援等

出資総額

１０億円

融資総枠

２００億円

出
資
・
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人生のライフイベントに対応する商品・サービスを展開
マーケティング活用によるお客さまのニーズを捉えた営業推進を展開
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■合同運用指定金銭信託の販売■合同運用指定金銭信託の販売
「福島復興へのかけはし」１１０億円完売
「福島復興へのかけはしⅡ」１３０億円即日完売
○当行向けの劣後特約付貸出金を
主たる運用資産とする金銭信託を販売

（全国で３番目、東北地銀で初の取組み）

４．成長戦略の着実な遂行４．成長戦略の着実な遂行

（２）ライフイベントに応じた商品・サービスの提供（２）ライフイベントに応じた商品・サービスの提供

誕生～若年期 青年～壮年期 高齢成熟期

誕生 進学 就職

結婚

お子様誕生

住宅取得

お子様進学

介護

退職

年金

相続

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト

■■「あつまれ、元気なふくしまっ子」「あつまれ、元気なふくしまっ子」
１８歳以下のお客さま

新規口座開設でミニ

タオルかぬいぐるみ、

どちらかをプレゼント

■■「未来・ふくしまっ子」「未来・ふくしまっ子」

○取扱実績

（平成２５年１０月末現在）

１５千件

「租税特別措置法」

に基づく教育資金

専用口座

○取扱実績

（平成２５年１０月現在）

１０２件 ７７９百万円

■■「Ａｌｗａｙｓカード」「Ａｌｗａｙｓカード」

取扱開始５年間で２５万会員を達成

現在２６万会員

■■写真付普通預金通帳写真付普通預金通帳

平成２５年

１０月より

取扱開始

「Ａｌｗａｙｓカード」

『キャッシュカード』機能と『クレジット』機能

をあわせ持ったカード

ＩＣチップ搭載でセキュリティにも優れている

■■スーパー住宅ローン「プラス５」スーパー住宅ローン「プラス５」

マイホームの「新築・購入」「リフォーム」

「借換え」プランをご用意

住宅資金の１００％、諸費用や他のローンの

おとりまとめも最大５００万円までプラスご融資

■■住宅ローンご利用者さま向け住宅ローンご利用者さま向け

カードローン「あんしんプラス」カードローン「あんしんプラス」

平成２５年４月より取扱い開始

■「東邦・フリーローン」の改訂■「東邦・フリーローン」の改訂

（フリーローン限度額拡大）（フリーローン限度額拡大）

■休日ローン相談会の開催■休日ローン相談会の開催

■■「東邦ＮＩＳＡ（少額非課税制度）「東邦ＮＩＳＡ（少額非課税制度）

スタートキャンペーンスタートキャンペーン

平成２６年１月取扱開始を

前に、スタートキャンペーンを

実施

■■相続専用定期預金相続専用定期預金

「とうほう・想いのかけはし」「とうほう・想いのかけはし」
相続により引き継がれた大切
なご預金をお預入れいただく
際に、金利を上乗せする商品

○金利 ３ヶ月 年０．５％

６ヶ月 年０．３％

○取扱実績

（平成２５年１０月現在）

１０２件 １，２７０百万円

■休日資産運用相談会の開催■休日資産運用相談会の開催

■「東邦・フリーローン（有担保型）」創設■「東邦・フリーローン（有担保型）」創設



４．成長戦略の着実な遂行４．成長戦略の着実な遂行

（３）マーケットへの迅速な対応（３）マーケットへの迅速な対応

変化するマーケットに迅速に対応した店舗・チャネル戦略を展開

■移動ＡＴＭ車「ふるさと・ふくしま号」■移動ＡＴＭ車「ふるさと・ふくしま号」
○不測の事態においても金融サービスの

提供を維持できる体制を整備
○県内外に避難されているお客さまへ

利便提供

■■ 利便性向上に向けた利便性向上に向けた

ＡＴＭサービスの展開ＡＴＭサービスの展開
○通帳繰越機能付ＡＴＭや

インストア型ＡＴＭを積極的に展開

○自行ＡＴＭ利用手数料無料化

「いつでも」「だれでも」「何回でも」

○地方銀行とのＡＴＭ提携拡大

（平日日中のＡＴＭ利用手数料無料化）

30

【総合受付】

店舗戦略 ＡＴＭ戦略

ＩＴ・チャネル戦略

■次世代型店舗■次世代型店舗 【北福島支店、八山田支店、矢吹支店】

■情報タブレット端末の導入■情報タブレット端末の導入

○お客さまへの提案活動に優れた

情報収集機能を持ち合わせた

「情報タブレット端末」を導入

【矢吹支店】

【キッズコーナー】

■お客さまの利便性向上■お客さまの利便性向上
○土・日営業実施店舗拡大

八山田支店に加え、北福島支店、いわき鹿島支店で

預金業務等を含む土・日営業開始

○ローン専門店の休日の営業時間拡大

＜変更前＞ ＜変更後＞

１０時～ → ９時～

○ハローサービスセンターの土・日受付開始

電話による住所変更や資産運用相談など、平日に加え、

土・日も受付

○「利用しやすく」、「親しみやすい」を

コンセプトに、高齢者や障がいのある

お客さまにも配慮した店舗デザイン

提携行：１３行 （平成２５年１０月現在）

【「ふるさと・ふくしま号」】



５．経営体質の更なる強化５．経営体質の更なる強化
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■女性役職員の活躍支援■女性役職員の活躍支援
○女性を営業店長、管理職に積極的に登用

平成２５年１０月現在 女性役席者１０２名、女性役席者比率８．６％

○ワークライフバランス支援策を実施

福利厚生制度の充実

○女性活躍推進プロジェクトの活動継続

平成２１年より立ち上げ、１０月より

第５期の活動がスタート

女性目線での商品・サービス・各種

制度等の充実に向けた提案を行っている

【当行独自海外研修（米国）】

■「とうほうユニバーシティ」■「とうほうユニバーシティ」

○当行独自の研修体系

「とうほうユニバーシティ」を運営

■行外派遣研修等への積極的な派遣■行外派遣研修等への積極的な派遣

○派遣数は地方銀行トップクラス 毎年２００名以上派遣

○業界団体等への派遣実績

地方銀行協会研修への派遣・留学

メガバンク等他行への派遣・留学

地公体・民間団体等への派遣・留学

人材育成の強化

経営体質の更なる強化に向けた人材育成と活躍支援のさまざまな取組みを展開

多様な人材の活躍支援

■活発なクラブ活動■活発なクラブ活動

○「東邦銀行陸上競技部」、

「東邦銀行野球部」をはじめ

「吹奏楽部」「合唱部」など

９クラブ総勢２３７名が活動中

■当行独自海外研修（米国）を継続実施■当行独自海外研修（米国）を継続実施

○毎年１５名～２０名派遣

【女性活躍推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

主催 『ハートフルセミナー』】

■「株式会社■「株式会社 とうほうスマイル」とうほうスマイル」
○障がい者が中心に働く特例子会社を平成２４年３月に設立

現在１１名が在籍

印刷業務、ゴム印作成業務等で活躍

（平成２４年度実績）

とうほう

ユニバーシティ

全額類共通

経営理念

コンプライアンス

キャリア形成

実務学類

法人営業強化

個人営業強化

専門学類

次世代リーダー育成

国際感覚醸成

地域密着型金融強化

営業力強化・

キャリア形成

教養学類

中堅行員育成

若手行員育成

自己啓発支援

経営学類

支店長・

副支店長育成

役席育成

■行内研修・行外研修・休日セミナーを開催■行内研修・行外研修・休日セミナーを開催
【東邦銀行陸上競技部】

【東邦銀行野球部】

【吹奏楽部】 【合唱部】

(人）
全日本実業団対抗陸上競技選手権

女子総合３連覇

県早起き野球大会 ２連覇

講座数 受講者数
行内研修 150 2,011
行外研修 104 190
休日セミナー 20 765

講座数 受講者数
行内研修 71 1,462
行外研修 55 93
休日セミナー 11 1,080

（平成２５年度９月末実績） (人）



６．地域貢献・ＣＳＲへの取組み６．地域貢献・ＣＳＲへの取組み

■■地域の文化・スポーツの振興への貢献地域の文化・スポーツの振興への貢献
○「福島ユナイテッドＦＣ」のオフィシャル・

スポンサーとして活動を支援

○東邦カップ「第２回 ふくしまリレーズ」を

福島陸上競技協会と共催

○活躍を期待するスポーツ選手・

全国大会出場校へ激励金を贈呈

【とうほう わんぱくランド】

【エコノミクス甲子園】

■子どもたちが安心して遊べる場の提供■子どもたちが安心して遊べる場の提供

○屋内遊び場 「とうほう わんぱくランド」を

当行研修センター（福島市庭坂）に設置

一般開放期限を平成２６年８月まで延長

平成２５年１１月現在 来園者数 １万人

■教育支援への取組み■教育支援への取組み
○平成２３年度より「福島大学提供講座」を

開講

役職員が講師となり、「地域金融論」に

ついて講義

○全国高校生金融経済クイズ選手権

「エコ ノミクス甲子園」を開催

平成２４年１２月 福島県で初開催

参加校 １１校

参加者 １９チーム ３８名

■■「とうほうの森」「とうほうの森」づづくりの実施くりの実施

○平成２１年度より行っている役職員や

家族による植林活動

○これまでに、須賀川市、喜多方市、

北塩原村で実施
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ふるさと“ふくしま”の持続的発展に貢献していくため、「地域社会の活性化」「地域の環境保全」を重視したＣＳＲ活動を展開

未来を担う子どもたちの育成支援 文化・スポーツの振興

環境保全への取組み

■地域の文化・スポーツの振興への貢献■地域の文化・スポーツの振興への貢献

○地域のスポーツ振興の推進を目的に

県営あづま陸上競技場の

ネーミングライツを取得

○「 ＴＯＨＯ 親子金融教室」を継続開催

子どもたちに「お金の使い方」「銀行の業務」

について理解を深めてもらう目的で開催

＜内容＞

１億円体験、外部講師によるゲーム、

本店貸金庫の見学など

■「クリーン作戦」の実施■「クリーン作戦」の実施

○役職員による、地域の清掃活動

○平成２５年度は「東北六魂祭」にあわせて実施

本店、福島市内支店役職員 約３３０名が参加

＜ネーミングライツの内容＞

○名称 『とうほう・みんなのスタジアム』

○期間 平成２５年５月～平成３０年３月
【福島大学提供講座】

【親子金融教室】

【とうほう・みんなのスタジアム】

【ふくしまリレーズ】

【「とうほうの森」づくり】



各種商品などのお問い合わせは、最寄の支店

もしくは下記の窓口へ、お気軽にご相談ください。

●各種商品・サービス内容のお問い合わせ

・ハローサービスセンター ０１２０－１４－８６５６

●事業資金のご相談（金融円滑化に関するご相談）

・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談（金融円滑化に関するご相談）

・「福島」 「郡山」 「八山田」 「須賀川」 「会津」

「いわき平」 「いわき鹿島」 「白河」 「仙台」

の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●ご意見・ご要望等の受付窓口

・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

本資料には、将来の業績に係る記述が

含まれておりますが、こうした記述は、

将来の業績を保証するものではありません。

将来の業績は、経営環境等の変化等に

より異なる可能性がありますのでご留意

ください。

東日本大震災により被災されたお客さまの、預金

や金融商品などのお取引、融資のご返済に関する

ご相談や新規申込みなど、さまざまなご相談を受け

付けております。

●被災されたお客さまのご相談

・０１２０－１４－８６５６

●臨時休業店舗でお取引のお客さまのご相談

・０１２０－１０４－１５７

トーホーなら いーな

ローンは トーホー

トーホー ハローコール
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